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第 6章大蔵省機構の拡充の推移

• 
講和発効後の大蔵省機構の変化は，大蔵省百年の歴 を提示すれば，どの部門においてもそれは著しい増大

史の中でも特に注目すべきものであろう。明治前半期

の組織づくりの時代，あるいは日華事変から太平洋戦

争，さらに終戦後の占領行政の期間という，特殊な条

件のもとにあった機構の改廃を別として，平時の機構

の拡充がこれほど進んだ時期はない。しかもこの期聞

は極力行政の無駄を省こうとして，機構拡充の抑制努

力が続けられていた。そのため，大蔵省職員定数規程

による定数は， 27年8月1日の本省24，066，外局

52，032から 43年6月15日の本省25，990，外局51，151 

へとほとんど増減がない。

しかし，大蔵省の仕事の量的増大は.27年度から44

年度の聞に，予算でみれば8，527.5億円から6兆7，395

億円へ8倍し，国税予算は6，382億円から5兆9，037

億円へ9倍し，財政投融資計画は4，556億円から3兆

0，770億円へ7倍しているo 貿易額は輸入が27年度の

21.06億ドルに対して.41年度ですでに1∞億ドルを

突磁して， 43年度に132.9億ドルと 6"-'7倍している。

経済官庁としての大蔵省に関連する経済諸指標の変化

となってあらわれる。

これら指標の示すものは，これらの経済活動量の増

大に対応する行政事務量の増大である。それは必ずし

も量的比例を伴うものではないが，むしろ質的な変化

と多様化を伴うものであるo その変化，多様化が大蔵

省の機構の拡充をもたらしたものであることは費言を

要しないが，その変化過程は決して単純ではなし、。約

17年の間に本省の部局編成は関税局と証券局を増し，

管財局と為替局は国有財産局と国際金融局とに変わっ

ただけであり (43年6月に国有財産局と理財局とが統合)，

一見大きな変化ともみえないけれども，各局内部の組

織の変遷と，それぞれの部課の所掌事務内容の変化を

みるとき，この期間が大蔵省百年の歴史の中でも特記

すべき激動期であることを知る。ことにこの変化は本

省付属機関としての各種審議会等の設置廃止，それぞ

れの審議会等の活動をみるときに，その激動の実感を

強める。以下数節に分けてこの変遷をみることにした

し、。

第 l節 本省機構の変遷

1 内部部局の推移の大要

本省機構の変遷をみるにあたって.27年8月の大蔵

省設置法の改正にふれなければならなし、。 24年制定の

大蔵省設置法では，組織を本省と外局に2大別し，本
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省を内部部局，付属機関，地方支分部局に三分し，外局

を証券取引委員会，国税庁，造幣庁，印刷庁に四分し

ていた。これを27年には本省と国税庁に大別して，造

幣庁，印刷庁をそれぞれ造幣局，印刷局として本省の

付属機関とし，独立の証券取引委員会を廃して，本省

内の事務機構と，付属機関としての証券取引審議会と

に分解した。同様に外国為替管理委員会を廃して本省

に為替局を設置し，外国為替審議会と外資審議会を置

いて，いわゆる行政委員会を整理し行政体制を確立

した。この体制がその後一貫して維持された。

( 1 ) 局課の変遷

この講和後の体制建直しによる本省の内部部局の変

遷をみよう。 27年8月には官房のほかに主計，主税，

理財，管財，銀行，為替の6局が置かれ，従来の5局

に為替局が加わっていた。そして主税局の税関部と，

銀行局の検査部は存置されたが，官房の調査部は廃止

された。この部局内の組織変更については後述するこ

とにして，その後の部局の変還を略述しよう。

為替局の設置は外国為替管理委員会廃止に対処した

ものであったから，これは特に機構拡充とはいえな

い。むしろ証券取引委員会の廃止が証券部の設置とも

ならず，大臣官房調査部が廃止されたことは，それが

行政機構の整理の一環の措置であったことを知る。こ

のような事情で，その後の部局増設は長らく許されな

かった。 36年11月に，関税定率の全面的改正を機に，

税関部が主税局から独立して関税局となり， 37:年5月

に，株式市場対策と証券行政の重要性を考慮して，証

券部が設置された。次いで39年6月には，貿易為替自

由化一段落と OECD加盟後の行政体制再編成で，為

替局が国際金融局となり，証券業界の体質改善を企図

して，証券部は証券局に昇格し，また管財局は国有財

産局となった。翌必年5月に，地震保険新設を機に銀

行局に保険部を設け，なお， 43年6月には，政府の1

局削減方針によって，固有財産局を理財局と統合し，

関係各課を新しい理財局に配属した。

部局だけの変遷では，主計局，主税局〈税関を除く〉

の組織，また保険，証券等を除く銀行局，理財局の組

織の大きな変化はなかったようにもみられるが，むし

ろ，部局の変更なしに，増大した行政事務の処理を続

けた内部組織の変遷にこそ，これらの部局の特色をみ

ることができる。それら個々の組織をみる前に，一般

的な体制拡充を，特別な職の推移によってとらえるこ
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とにしよう。

27年の大議省設置法改正に際して，財務官を財務参

事官に改めた。このほかに，新しく大蔵省組織令の制

定によって，分課の規程を定めるとともに，大蔵省組

織規程で、財務調査官の設置を決めた。財務調査官は官

房長の命を受けて，総合的な研究調整を要する特定事

項について調査し，その処理にあたるものとされ，そ

の機動的な活動が期待されたが，それは当然機構の面

でも拡充不可避な部門での活動にふり向けられること

になって，財務調査官の配置される部門の機構の拡充

に結びつくことになった。当初8人の財務調査官設置

で発足したが，その機能の拡充と，重要性の配慮と，

行政体制の確立の観点から，財務調査官等の特別な職

の設置は大蔵省組織令によることになった。

さて27年8月公布の大蔵省組織令によって，講和後

の本省内部部局の分課を示そう。大臣官房は秘書，文

書，会計，地方，調査の5諜と日本専売公社監理官室，

財務参事官室の2室が置かれた。すなわち調査部が調

査課となり，従来の財務官室を財務参事官室として官

房組織内に入れた。主計局は総務，司計，法規，給与

の4課で，従来の共済課は給与課に吸収され，別に組

織規程で主計官11人以内の設置が定められた。 2人減

員であるo主税局には税関部のほかに税制第一，税制j

第二，調査の3課が置かれ，税関部には業務，調査統

計，鑑査の3課が置かれた。従来の税制擦が2課に分

かれた。理財局は総務，国庫，資金，経済，証券第一，

証券第二，外債の7課となった。理財局の組織はかな

り変わったo為替局の新設によって関係2諜が削られ，

証券取引委員会の廃止によって証券第一，証券第二の

2課が設置され，見返資金繰が廃止された。管財局に

は総務，国有財産第一，国有財産第二，外国財産管理，

外留財産補償，閉鎖機関，特殊財産の7課が置かれた

が，その組織は講和前の残務をなお多くかかえた体制

を示していたo特別に設置されていた公団清算室が閉

じられ，公団から留が引き継いだ債権管理のための特

殊財産課が設置された。銀行局には検査部のほかに総

務，銀行，特殊金融，保険の4課と金融制度調査室が霞
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かれ，検査部には管理，審査の2課が置かれた。資金運

用課は資金課となって理財局に移され，国民貯蓄課が

廃止されて，金融制度の整備改善に関する調査企画等

のための金融制度調査室が新設された。新設の為替局

には総務，企画，資金，管理，調査，外資の6課が置

かれた。

この分課体制は， 29年5月に理財局に地方資金課を

設け，証券関係2課を証券課に統合することで補足さ

れたが，その際，経済課の事務の一部を管財局に回し

て閉鎖機関課を特殊清算課に改めた。この改正は課の

増設が許されなかったための措置で，証券行政は非力

となったが，地方財政再建の課題は，国の行政機構の

整理合理化への要請ともなって， 31年4月には全般に

課の数を減らすことになったo これは行政審議会の行

政機構改革についての答申に対応した，政府の一連の

機構改革によるもので，行政運営改善のために各省庁

の課の2割整理が決められたためで、あった。なお，こ

の行政審議会の答申では，行政機構改革で中心的な問

題となった予算編成機構については，主計局を大蔵省

から内閣に移して予算局を設置することは取り上げら

れず，予算閣僚委員会の新設による予算編成方針の審

議が示された。

31年4月以降，大臣官房では5課2室制が地方課，

日本専売公社監理官室，財務参事官室の削減で4課制

となり，管財局では7課を 5課とするために，外国財

産管理課と外国財産補償課を合して外国財産課とし，

特殊財産課を特殊清算課に吸収した。また銀行局で、は

4課1室の金融制度調査室を削り，特殊金融課を特別

金融課として，別に中小金融課を置いて 5課制に改め，

検査部の2課を廃した。この改正で課，室としては削

られでも，その行政事務が蕗されたわけではなかった

から，大臣官房には財務局監督官が置かれ，管財局に

接収貴金属監理官が置かれ，銀行局には金融制度調査

官，統括金融検査官2人以内が置かれたo

32年8月には財務調査官等の特別の職の設置が政令

となって，大蔵省組織令，大蔵省組織規程が改正され

たが，その際加えられた職と人員とを記すと次のよう
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になる。財務局監理官(従来は財務局監督官)，財務考査

管理官，日本専売公社副監理官各1人，財務調査官13

人以内，専門調査官3人以内，主計官12人以内，主計

監査官3人以内，税関考査管理官1人，関税調査官3

人以内，資金管理官，証券検査管理官，管財監査官，

接収貴金属監理官，金融制度調査官，金融検査管理官，

金融検査審査官各1人。なおこの改正に際して管財局

に管理課を増設した。

講和後の 6'"'"'7年は占領政策からの解放と経済自立

体制の確立との課題を背負った財政の運営であり，組

織の体制であったから，課の増設について特に緊急の

必要が求められることはなく， 31年の課の2割削減に

もどうにか応じ得たが， 33年後半から経済の成長が高

まり，大蔵省の行政の領域が拡大するようになると，

形のうえで課の数を抑制しておくことの意味が失われ

た。 34年4月には証券課を従来の証券第一課と証券第

二課に分割するとともに，証券担当の財務調査官を配

し，為替局に投資課を増設，銀行局に貯蓄奨励官を追

加し，管財局の特殊清算課を廃して国有財産第三課を

置き，各課の分課の規程を改めた。そして同年9月に

は財務局監理官，金融検査管理官，金融検査審査官を

廃して，官房に地方課，銀行局検査部に管理課，審査

課を復活した。 35年4月には国税通則法の制定，法令

の簡素化合理化等のために，主税局に臨時税法整備室

を設けーまた銀行局保険課を生命保険と損害保険とに

事務を分担して，保険第一課と保険第二課に分けた。

また管財局の外国財産課を廃止した。

なお34年については4月に管財局に臨時貴金属処理

部が置かれたことを記しておかなければならなし、。そ

れは貴金属第一，貴金属第二の2課制の部で、あったが，

40年5月に廃止されるまで，終戦後占領軍によって接

収され，講和後日本政府に返還された貴金属の処理に

あたった。この処理方法については，接収貴金属処理

審議会が大蔵省の本省付属機関として設置され，その・

審議にあたった。

36年以降では，それまで抑制を続けた局課の増設が

抑えきれなくなって，次々と組織を拡充する方向に転

じた。それまで大阪'庁房を除いて総務課のなかったの

は主税局だけであったが，税制調査会が体系整備と国

税通則法とに積極的に取組んだことを契機に， 36年6

月に総務課を設け，税関部においても，プラッセル関

税率採用の一般的関税定率の改正を目ざして，まず企

画課を設置した。また理財局には証券検査課を加えた。

税関部の企画課の設置は，関税局新設についての大蔵

省設置法が，国会審議の渋滞で‘遅れたための措置で、あ

ったから，設置法改正によって， 36年11月から関税局

が独立した際の組織は，総務，業務，調査統計，鑑査

の4課と税関考査管理官，関税調査官を配するものと

なったoこの11月に官房に厚生管理官が設けられて，

職員の厚生問題を統括することになった口

36年秋以降の金融引締政策後の株式市場対策等に対

処して， 37年5月に理財局に証券部が設置された。同

時に，同局の資金管理官を廃して，資金管理課を設け

たが，このほか，主計局に調査課を置き，為替局の投

資課を投資第一課と投資第三課に分けた。翌6月には，

主税局の調査課と臨時税法整備室を廃して，税制第三

課と国際租税課を置いて，各課の職務配分を改めた。

38年には貿易自由化の推進に関連して関税問題が表

面化しさらに関税の一括引下げが世界の関税政策の

課題となったことから， 3月に関税局の分課を，総務，

国際，監視，業務，鑑査の5課として，これに関税調

査官と税関考査管理官を加えた。その6月には関税中

央分析所を設けた。

39年は大蔵省の行政組織の転換の年であった。 IMF

8条国への移行，証券対策への積極策の推進等の対外

対内金融政策の転換に合わせて， 6月には管財局，為

替局を国有財産局，国際金融局に改め，証券部を証券

局に昇格して，理財局から独立させた。圏有財産局に

ついては，管財監査官を廃して監査課を加えた以外に，

特に分課の規程を変更しなかったが，国際金融局につ

いては，その組織替えを4月に予定していたので，為

替局のまま分課を4月に改めて，それを国際金融局に

引き継いだ。すなわち，総務，企画，国際機構，国際

収支，短期資金，外資，投資第一，投資第二の8課で，
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外貨予算の廃止や為替管理の縮減に対応して，資金，

管理，調脊.の3課を企画，国際機構，間際収支の3課

に改めて，職務配分の転換を進めた。 f証券局の新設で，

従来証券部に付属していた証券第一，証券第二，証券

検査の3課の事務を移すとともに，経済課の事務を移

し，総務，企業財務，証券業務，投資信託，証券検査

の5課とした。理財局はこれによって4課を減じて総

務，国庫，資金，地方資金，資金管理，外債の6課と

なった。またこの改正に合わせて，大臣官房に資料統

計管理官を置いて，調査課の職務の一部を移した。

40年には39年以降の新しい財政金融政策の方向が局

部的に固められた。 5月の組織令改正等で，地震保険

施行を機に銀行局に保険部が設置され，関税局には企

画課が増置された。一方，園有財産局の臨時貴金属処理

部が廃止されて，残務が貴金属処理課によって続けら

れたが，それも翌41年3月で廃止された。なお40年で特

記すべきは，国債発行政策への転換であるが， 40年に

は10月に園債発行車備室が理財局に置かれ，公債政策

を含めた財政政策の広報のために，大臣官房文書課に

広報室が置かれた。この公債発行財政の実施に対応し

て， 41年4月には理財局に国債課が置かれたが，同時

に外債課が廃止された。

43年6月の国有財産局と理財局との統合に伴う機構

改正では，旧固有財産局の総務課を盟有財産総括課と

改めた以外は，従来の各擦がそのまま理財局に配属さ

れた。

(2) 特別な職の状況

本省内部部局の局諜の変遷の過程でもふれたが，こ

の局課の改廃に付随して，特別な職務の設定改正があ

ったが，部長あるいは課長に準ずるもの，さらに5事長

補佐に準ずるものの設定があるので，これにふれてお

きたい。この特別な職制の設定は，地方支分部局，外

局等との関連で，講和後の行政組織拡充の性格を示す

ものであるo特別の職については局別にまとめよう。

まず大臣官房については.27年8月の大蔵省組織規

程で財務調査官8人以内設置が決まり，その後31年4

月に14人以内に増強され， 32年4月に13人以内に改め
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られてから大蔵省組織令に移され， 38年4月に14人以

内に再度増員されたO なお財務調査官は43年6月に審

議官と改称された。財務調査官制度と同じく採用され

た専門調査官制度は， 3人以内の設置を決めてから基 ， 
本的な変更がなかったが， 37年から39年にかけて4人

以内に一時増員があった。この専門調査官制度は43年

6月に廃止され，別に参事官制度が設置きれて，官房

に5人置くことになった。なお地方課の廃止に対応し

て31年4月に設置された財務局監督官は， 32年8月に

財務局監理官となり， 34年9月の地方課復活で廃止さ

れたが， 29年10月に5人以内の設置が決められた財務

考査官は， 32年8月の財務考査管理官設置によって4

人以内となったが， 36年11月に5人以内， 4α年7月に

4人以内と変った。既述の36年11月以降の厚生管理官

の組織は， 34年4月から組織規程で、設置された厚生管

理官の職務に，統括の権限を与えたものであったが，

37年5月に新しく，規程で営繕専門官1人の設置を決

めた。調査課の職務遂行のために33年7月に調査統計

官21人以内の設置を決め，さらに36年6月には研究分

析官2人以内の設置を加えたが，調査統計官は39年6

月に19人以内に減員した。なお40年7月には既述の広

報室設置に先んじて，文書課に能率専門官が置かれた。

主計局については，設置法で次長2人の設置が決め

られ，規程で主計官11人，主計監査官3人の設置が決

められていたが， 39年6月に次長は3人に強化され，

32年4月に主計官は12人に増員された。このほか28年

11月に予算実施監査官5人以内が設置されたが， 32年

8月に6人以内に，その後， 43年4月に7人以内に増

員された。なお主計局では39年4月に共済計理官1人

が置かれることになった。

主税局については税関関係の特別の職があっただけ

で， 27年以来の税関調査官3人以内と29年10月に設置

された税関考査官15人以内とであったが， 32年8月の

改正で税関考査管理官が置かれたので，税関考査官は

14人以内に減員L7':こ。

理財局〈証券局を含む〉関係では，次長制以外は証券

問題についてだけ特別の職があったといってよかった。
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例外は，後に資金管理課設置で廃止された資金管理官

が一時置かれただけであるo27年以来，取引所監理官

と証券検査官14人以内との設置が認められていたが，

32年8月の改正で本省の取引所監理官は廃止され，証

券検査官を統括する証券検査管理官制がとられた。証

券検査官はその後34年4月に15人以内に増員されてか

ら激増L，36年6月に17人以内， 37年5月に22人以内，

38年4月に27人以内， 39年6月に30人以内， 40年7月

に33人以内， 41年4月に38人以内と改められた。 41年

4月には証券監査官5人以内を設置した。なお， 43年

6月の国有財産局との統合に際して，次長1人を2人

に増員した。

管財局については， 30年4月に固有財産監査官5人

以内の設置を決めたのが最初で， 31年6月にはこれを

10人以内に増員したが， 31年4月には管財司計官と接

収貴金属監理官が置かれた。 32年8月の改正で管財司

計官が廃止され，国有財産監査官を 9人以内に減員し

て管財監査官を置いた。その後38年に鑑定審議官1人

を置き， 39年6月に国有財産監査官を 9人から13人に

増員し，宿舎専門官1人を置き， 40年4月には国有財

産鑑定官3人以内を， 41年4月には訟務専門官2人以

内を置いた。

次に銀行局関係では，既述の金融制度調査官のこと

を除けば， 31年4月設置の統括金融検査官2人が， 32 

年8月に金融検査管理官，金融検査審査官と改められ

たのであるが，金融検査については24年に20人であっ

た金融検査官が27年には100人にまで、増員されていた。

32年4月にその中から24人を財務局に回して76人と改

めたが， 43年4月に77人となったo 32年には保険計理

官2人以内を置くこととした。その後しばらく組織変

更がなかったが， 41年6月に保険計理官を 3人以内に

増員し，新しく地震保険監査官3人以内を置いた。

為替局としては， 34年4月に為替検査官7人以内の

設置が認められてから， 38年4月に10人以内に， 39年

6月にこれを13人以内に増員し，さらに41年4月には

17人以内に， 42年6月には18人以内に増員した。

なお27年以降本省に大蔵省顧問，大蔵省参与各1人

置くことが認められていたが， 37年1月に大蔵省顧問

は若干人に改められて，顧問制度活用に弾力性が加え

られた。

(3) 付属機関

27年の設置法改正で造幣庁，印刷庁は造幣局，印刷

局となって，外局から本省の付属機関にかわった。こ

のような基本体制の変更があったが，組織分課につい

てはすべて従来どおりであった。造幣庁の東京支庁を

造幣局東京支局にするというように名称の変更があっ

たo造幣局の組織はその後10年近く変更がなかったが，

36年4月に総務部に職員課が作られてから， 37年5月

には作業部を製造部とし，研究所を廃して作業管理部

を作り，分課も作業管理部は技術，企画，施設の3課

とし，製造部は作業部の際のよう解，貨幣，装金、試

験製練の4課のほかに庶務課を設け，総務部の工作課

を加えた。 38年4月には貨幣課を貨幣第一，貨幣第二

の2課とした。また，東京支局も37年5月にょう解課

を， 38年4月に工作課を増置し，同じく広島支局にも

37年5月に工作課を置いて，それぞれ7課， 6課に課

をふやしたO

印刷局については32年6月に業務部の業務課とみつ

また課を廃して証券課と図書課を置き， 36年11月に長

官官房を総務部として経営調査課を置いた。 38年4月

には，印刷局本庁舎を市ヶ谷から赤坂に移し，市ヶ谷

工場も新築の赤坂に移動した。 39年7月に造製部の印

刷謀を印刷第一課，印刷第二課に分け， 40年4月に図

書印刷室を設けた。 40年4月には会計課が業務部から

総務部に移り，製造部の印刷第一課，同第二課は技術

課と印刷課とに改組された。

なお造幣局と印刷局とについて記しておかなければ

ならないのは，特別な職務についてである。造幣局の

研究所，病院には所長，院長のほかに研究官3人以内と

副院長が置かれていた。研究所廃止後は作業管理部に

研究官2人以内が設置された。なお40年7月以降東京

支局に次長が置かれた。印刷局の研究所，工場，教習

所，病院にはそれぞれの長が置かれていたが，研究所

には研究官3人以内，滝野川工場と酒匂工場に次長各
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1人，病院には副院長が置かれていた。研究官は36年

6月に4人以内に増員されたが，工場の次長制度は37

年に廃止された。また32年の業務部の組織改正で，み

つまた課が廃止されるに際して，みつまた管理官を当

分置くことにしたが，その後この体制が続けられた。

付属機関として，次に記しておかなければならない

のは審議会等であって，大蔵省行政に直接関連のある

常投機関が，大蔵省設置法によって設置された。まず

27年8月の状況を示して，それからその後の変遷には

いろう。

講和発効時の国会で協賛を得た法律に基づいて，大

蔵省設置法で本省付属機関に追加指定されたものは，

企業会計審議会，証券取引審議会，外国為替審議会，

外資審議会であり，これに従来からの機関，すなわち

関税訴願審査会，関税率審議会，金利調整審議会，特

定契約審査会，専売事業審議会，国民金融審議会，財

政制度審議会，資産再評価審議会，旧軍港市国有財産

処理審議会，連合国財産補償審査会，在外公館等借入

金評価審議会，公認会計士審査会を加えると，付属機

関の数は16に達する。これに総理府の付属機関であっ

て，大蔵大臣の諮問によって資金運用部資金の方針等

を審議する資金運用審議会を加えると17となる。これ

らをみれば大蔵省行政における審議会等の存在意義を

知ることができる。審議会はそれぞれに異なった機能

を持つてはいるが，税制以外について，およそどの部

局についても，その行政の基本事項について審議会を

置く体制が作られたo もちろんすべての機関が常時積

極的に活動したわけではないが，すでに説明したよう

に，大蔵省の施策が，これら審議会に対する諮問に基

づいて進められたのであり，その方向は経済自立体制

の整った34年ごろから強まった。したがって，審議会

の活動も活発化し，審議会の設置も追加されている。

まず3併手に，自動車損害賠償責任保険審議会が置か

れ， 31年には臨時税制調査会が総理府に設置されたが，

その31年6月には金融制度調査会が設置され，翌32年

5月には国有財産中央審議会，庁舎等調整審議会， 33 

年5月には国家公務員共済組合審議会が設置された。
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34年4月には金融機関資金審議会，保険審議会，専完制

度調査会と接収資金属等処理審議会が置かれた。金融

機l長j資金審議会が2年， 専売制度調査会が 1年の|時限

での設置であったが，金融機関資金審議会は38年に常

設の機関に切り替えられた。また， 37年3月限りでし

ょう脳専売法が廃止されたので， 37年9月まで臨時し

よう脳事業審議会が置かれた。行政不服審査法の制定

で，37年9月から関税訴願審査会は関税不服審査会と

代わり， 41年7):1施行の審議会等の整理に関する法律

によって，資産再評価審議会P庁舎等調整審議会，接収

貸金属処理審議会が廃止された。また税制調査につい

ては，毎年のように特別の名称の調査会，懇談会が作

られたのちに，税制調査会と して総理府の付属機関と

して常設された。なお補助金の合理化のために37年4

月に補幼金等合理化審議会が総理府に作られたが，す

でに説明したように，その設置の前に犬蔵省内に|臨時

補助金問題等懇談会が作られて，多くの準備的調査審

議が進められた。税制改正，財政投融資計画，証券対

策，金融政策，為替自由化，関税改正のいずれをとっ

ても， 34年以降の諸政策がこれらの機関との積極的な

連繋なしに進められたものはなく，それらの関連の政

策史は，それぞれの審議会の審議内容を知ることで明

らかとなるといってよい状況となった。 40年度の国債

発行にあたって，財政制度審議会，金融制度調査会，

証券取引審議会に大蔵省が積極的に働きかけて，その

基本方向を固めたことは，この審議会等の存在意義が

十分に示された好例で、あった。

付属機関の第三のグループは研修所等である。 28年

8月に税関研修所が設置され，各税関には研修所の支

所が置かれた。i隊員に対する研修体制は，その後36年11

月に財務研修所と会計事務職員研修所の設置によって

強められた。財務研修所については各財務局の所在地

に支所が置かれた。このような研修組織とは別に， 38 

年6月には関税中央分析所が設置された(所在地松戸〕。
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2 地方部局の推移

木省内部部局の整備とともに27年8月には本省の地

方支分部局の体制も整った。地方支分部局は財務局と

税関であり，その名称，位置，管l階区域は講和前に引

き続いた。 10財務局と 6税関を中心に，財務局には財

務局の所在する府県以外の各府県に財務部を配し〈北

海道には 6カ所)， さらにその下に出張所を置き，税関

には主要な対外交易の地に税関支暑を置き，さらに関

税事務の必要に応じて税関出張所，監視署を設け-たこ

とも講和前に引き続いた。その後財務局，財務部の名

称，管轄区域に変更はなかったが，税関については28

年8月に横浜税関から独立して東京税関が， liLJ司税関

から独立して長崎税関が設置され，税関支署について

も対外交易の増加と地域的条件変化に即した変更が加

えられた。東京税関の設置も国際空港としての羽田支

署の活動の増大と，東京港の貿易主の著増に対処した

ものであ り， 税関支署の変更設置よりもさらに多く税

関出張所，税関監視署の名称，位置の変更等が，この

ような状況変化に対応して進められた。財務部の出張

所はもっぱら管財行政のために設置されたものであっ

たから，管財局の分課の変遷に示された状、況に即した

変更が加えられた。まず財務局の変遷からみよう。

関東財務局のある合同庁舎

(1 )財務局

全国に配置された財務局，財務官I~，出張所の27年 8

月末の組織は，財務局に局長官房(関東の総務部〉と理

財，管財の2部を置き，関東，北海道，東海，中国，

北九州の5肋には取引所監理行を各l人， 近税財務川

こは同じく3人以内を置いた。応長'IY);)には総務，粁.

理の 2 謀，理JH部には主~ I ・ 3 理Jt~- ， 金融，融資の 4 ぷ，

管財部には管財第一，管:財第二，徴収の3課を位い

た。この管財部につし、ては関東財務局では第三科，第

四課を，近畿，東海，中国，北九州の4財務局につし

ては第三諜を1哲置した。管財の仕事が特にこれらの地

域で多いことを示していたが，この事↑15は財務部の組

織においても取り上げられ，財務部は主計，理財，管-

財第一，管財第二の 4課を基本としたが，横浜をはじ

め25の財務部に総務課を，横浜をはじめ 6の財務部に

管財第三課を置いた。管財第三課のある財務部にはす

べて総務課が置かれたが，管j材第三諜が九州の長崎，

大分の各財務部に置かれて， 管財行政の地域的な特殊

性を示したO 出張所の内部組織は大蔵大臣承認で財務

局長が定めるこ とになっていた。

(A) 内部部局

財務局の組織について， 26年には関東財務局では局

長官房を総務部としていたが，その後32年4月に近畿，

34年4月に東海，36年4月に中国， 37年4月に北九州

の順に総務部制に移り， 38年4月以降は，全財務局が

総務部制をとり ，財務局は総務，理財，管財の3部組

織となった。この推移は局長官房だけの事務機椛の拡

充の必要を示したのではなく ，各部の内部についても，

次長制の採用，財務局監察官，国有財産監査官等の設

置にその事情をみることができる。このような専門の

職の推移は後述に残して，まず各部の分諜の変遷をみ

よう。

局長官房あるいは総務部は，総務，経理の2諜を基

本として， 32年4月に関東局に人事課を置くことを追

加したが， 40年4月に関東，近畿同局に厚生課を置く

ことにした。

理財部の組織は，主計，理財，金融，融資の 4課椛

成に42年6月に経済調査課を加えて5課となったが，

この経済調査課については， 36年4月に関東，近畿，

北海道，東海の 4局に新設して， 37年4月には北九州

局に，40年4月に東北，中国両局にも置いて，経済調
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九深をfii.iくことをJ岩本にし，41年4)Jに前九州，42年

6 ) Jに北陀，I珂[時と全)，.)に!仕くことにした紳.泌がある。

このIW，35年4JJ!'こ|均点)，.).38年4.)J近悦[:.)， 39年4

)JJU海).;;と， ，111:券泌をそれぞれ新I込sした。また|湖京川

こ4.1年4)]に金融検有記長を)43年4JJには此券倹査課

をirtくことにして，金融潔) ;;It券J~~ の ;J]:務を分担した。

総務部， PtUI.f部の組織の~'r&移は比較的に単純で、

たが)(>LfMm~については事的は大いに)'~.なっ た。まず

~1財・第一，竹MW二，徴収の 3 部制rJJ. のぷ*は) 30~r. 

4 月に総J舌，竹Jt~. ， 徴収の 3 ;1州市に改められ， 37年4

月にはこれにlは注調:白書日を))11えた4ri*il;Uとなり， 40年

4月には，総1"，(;，行i舎，竹M，徴収の 4ri!f 11;IJに改が

れたO この抗編31成瓦の 3 転は牧竹;J財1~' 1部司官1 の]陥峨h肱主削J務労の1却抗()人点、J江f

刀示てすものであつた口

27年までに閃束)..)については，竹Mtn.，竹MW凶

の2課を，近畿，]:1抑止，中1]1，北九州の4.)，.)について

は，管財第三ii*の刑位を認めていたが，30イド4)Jの改

正に際して ， 竹JL1';深の組織を !其J~D;-;) ~fについて拡充し，

関東，近畿，W (f，j ) 1 IIII~ )北九州の 5)，;;~，こ不動産f，* と

動産課を位き，関*)11)はさらに不動作tr~._ .課とイ' W)J主

第二課に分け，民1*，近畿両局には物納J!1伴t:i*をu2.い
た。次いで32年4刀にH1';&調査課をほl京，近畿，]，j~ (fú:， 

中歯，北九州の 5応にii1:き，近畿JL1-.{ガ)11)の不動産，，，*を

不動産第一，不動flf f;t~この 2iWに分け，開放広jに行{合

課をカnえた。33年6月には東北MにM庄，vt，J査記長のぷ位

を力nえた。 なお，北九州の不動j1É(~， 動産訴はもとの

管財課に戻した。 35年 4 刀には不動産品I~，動庄謀の組

織を変えて ， 管財第一課，作JIイ-第二訪l，管J[，j第こま~と

改めて 5謀11iIJとしたO 次いで35年10)Jに近後日の竹:財

第三謀を廃して宿舎謀をi泣き， 36年4)Jにはl刻束局に

訟務謀を置き，北海道に財産調査謀を位いた。 38年4

JJ関東局に宿舎第二課を泣き，39年4川には竹理課を

新設 したほか，宿舎第一課を宿舎課に，宿舎第二課を

宿舎建設課に改称し，さらに東海，中国IIIij局に宿舎謀

を置いた，宿舎の増加lに応じて40年から41年にかけて

の改疋で，分諜の基本に宿舎課を人れ，JUPf調査課を

例外とし，宿舎課を北海道，東北，北九州，南九州の
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4局に置き，関東局で管理課を管財総務課に改称する

とともに，関東，近畿，東北，東海，中国，北九州6局

の管財課，物納財産課または財産調査課をそれぞれ改

組し，管財課のナγパーを増加させて各1課を設置し

た。このような財務局ごとの特異性にかんがみて， 42 

年6月には管財部についての基準となる分課を廃して，

10局を5種に分けてそれぞれに分課を定めた。関東財

務局では管財第二部を設け，管財第一部は管財総務，

総括，普通財産調整，指導第一，同第二，直轄財産第

一，同第二，訟務の8課，管財第二部は宿舎，宿舎建

設，徴収の3課とし，近畿，東海両局では総括，宿舎，

普通財産調整，指導，直轄財産第一，同第二，徴収の

7課とし，北海道，東北，北九州3局では総括，宿舎，

普通財産調整，直轄財産，徴収の5課とし，北陸財務

局では総括，管財，徴収の3課，中国財務局では総括，

宿舎，普通財産調整，指導，直轄財産，徴収の6課，

四国，南九州両局では総括，宿舎，管財，徴収の4課

とした。次いで， 43年4月に北陸局にも宿舎課が置か

れ，四国，南九州両局と同じ分課制となった。

以上の分課の推移は局別にかなり大きな差を示して

いるが，このような差異は特別な職，専門の職の設置

配分についてさらに強く示されてしみ。次長制はまず

理財部と管財部について， 30年4月に関東，近畿両局

にそれぞれ1人設置され，管財部については34年4月

に中国局にも 1人置かれ， 35年4月に関東局が2人と

なった。その後関東局では40年4月に次長3人となっ

たが， 42:年6月管財第二部設置に伴い2人となり，近

畿局が1人増加して2人となった。理財部については

36年4月に東海局にも 1人置かれることになった。ま

た，必年4月には関東局の総務部に次長l人が置かれ

甲骨

'‘」。

27年以来設置されている専門の職から取り上げよう。

取引所監理官は27年に近畿局に3人，関東，北海道，

東海，中国，北九州の5局に各l人置かれていたが，

32年8月に関東局は2人となり， 43年2月に神戸証券

取引所廃止に伴い近畿局は2人となった。 39年4月に

は証券取引所に対する監督強化のために取引所副監理
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官制をとって関東，近畿両局に各1人を置き， 40年4

月に東海局にも 1人置いた。証券業に対する監督の強

化は証券検査官の増員によってこれをみることができ

るo 27年の組織規程では証券検査官は86人以内と決め

られたが， 33年6月に98人以内， 35年4月に 108人以

内， 36年4月に121人以内， 37年4月に126人以内， 38 

年4月に 131人以内， 39年4月に 146人以内， 40年4

月に 167人以内， 41年4月に 175人以内， 42年6月に

180人以内と毎年増員し この期間に倍増した。また，

証券取引法第26条の規定に基づく検査等を行なうため，

42年6月に証券監査官2人以内を設け， 43年4月に4

人以内とした。次に金融検査官についてみると， 26年

に各局を通じて 160人以内を置くことにしていたが，

32年4月に本省の検査官24人を移して 184人以内とし

たのち，中小企業金融の増大に対処して， 33年6月に

207人以内に増員してから， 34年4月に218人以内，

35年4月に226人以内， 37年4月に 231人以内， 41年

4月に232人以内， 43年4月に233人以内に増員した。

このような既存体制の強化よりも，次長制の採用に

みられるような，新しい専門の職の設置が，この時期

の財政金融政策の推移を示している。 29年10月に財務

局職員の服務監察のために，財務局監察官制度が作ら

れ，各局を通じて13人以内が置かれたが， 37年に首席

財務局監察官制度がとられて，首席(関東局に1人〉を

含めて13人以内となったが， 39年4月に首席財務局監

察官を関東，近畿両局に置くことに改めたのちに， 41 

年7月にこれを除いて13人以内とすることにした。

総務部には専門の職は置かなかったが，理財部には

前述の証券監査官，証券検査官，金融検査官のほかに，

まず28年11月に本省の主計局に予算実地監査官を置い

たことに応じて，主計課に予算実地監査官を置くこと

として，各局を通じて 115人以内とした。その後33年

6月に 120人以内， 39年4月に 125人以内， 40年4月

に130人以内と改めて，会計法第46条の規定による監

査の体制を固めた。また資金運用部資金の融資量の増

大，ことに地方団体への運用金の使用状況調査等のた

めに， 32年4月に融資課に地方資金監理官を置くこと

にしたが，悶年8月これを地方資金管理官と改め，各

局を通じて10人以内とした。さらに経済調査課の設置

を基本として，その活動強化を図ったことに即して，

4併手4月に各局を通じて経済調査官13人以内を置き，

41年4月に21人以内に， 42年6月に26人以内に， 43年

4月に28人以内に増員した。

管財部については，本省の管財局に国有財産監査官

制度が設けられたことに応じて.30年4月に固有財産

監査官を置くこととして，各局を通じて l∞人以内と

したが， 31年6月に95人以内とし，さらに 35年4月

に100人以内に増員した後で， 36年4月に各局に首席

国有財産監査官を置くことにしたので，これを90人以

内に縮小し， 39年4月に94人以内に再増員した。その

職務には宿舎政令 (25年8月政令第80号，のちに宿舎法に

引き継ぐ〉による監査も含められたが， 宿舎課の設置

が組織の基本となるほどに公務員宿舎の建設，維持管

理問題が大きくなったのに即して， 40年4月にその建

設等の処理にあてるために，各局を通じて10人以内の

宿舎専門官を置き， 41年4月には24人以内に.42年6

月に26人以内， 43年4月に29人以内に増員したo また

国有財産処理にあたっては，その評価，測量等の専門

技術を要するので， 32年4月に固有財産鑑定官制度を

設け，各局を通じて25人以内を置いたが， 35年4月に

32人以内， 36年4月に38人以内， 37年4月に43人以内

に増員したのち， 39年4月には37人以内として，別

に関東局に15人以内置くことに改め， 40年4月にはさ

らに 46人以内とし，関東局も 18人以内に増員したが，

41年4月には再度各局を通じる形に戻して，人員を82

人以内， 42年6月に 1∞人以内， 43年4月に 119人以

内に増員した。また41年4月に関東，近畿，中国の3

局に首席国有財産鑑定官をそれぞれ1人置き，必年6

月には東北，東海，北九州に.43年4月には北海道，

南九州に置いて， 8人としたo さらに国有財産につい

ては，その処理に伴う訴訟事件の解決促進を企図して，

41年4月に訟務専門官制度を作り，各財務局を通じて

15人以内置くことを決めた。

(劫財務部
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第6章大蔵省機構の拡充の推移

以上のように，財務局を通じての組織の拡充が進め

られ，それは本省の組織強化に対応したものであった

が，この財務局の組織強化はまた，財務部の組織にも

影響した。財務部は財務局の所在しない府県と北海道

との42カ所に置かれ， 27年以降その数も所在地も変更

がなかったが，財政金融の施策に応じて，その組織は

かなり大きく変わった。この推移をみるためにまず基

本的な組織の変還をとらえ，次に地峨的な特色をとら

えることにしよう。

財務部の分課は26年には主計，理財，管財第一，管

財第二の4課制を原則とし，特に必要と認められた25

財務部に総務課を， 6財務部に管財第三課を設置した

が， 30年4月の機構整備で，主計，理財，管財の3課

制を原則としたのちに， 32年4月に総務課を加えて4

課制とし，さらに36年4月には融資課を加えた5諜制

に拡充した。この組織強化に加えて， 39年4月からは

次長制を設けて，横浜，京都，神戸の3財務部に次長

各l人を置き， 40年4月には千葉，浦和，静岡に， 41 

年4月には新潟，岡山，長崎の各財務部にも各1人置

くことにした。このような推移は，各財務部の例外的

組織の一般化の過程ともみることができるが，各財務

部の特殊性をも含めて機構の推移をとらえよう。

27年には横浜をはじめ25の財務部に総務課を置き，

横浜，浦和，京都，山口，長崎，大分の6部には管財

第三課を置いた。総務課設置は32年に総務課を加えた

4課制をとるまで変更しなかったが.30年4月の機構

整備に際して，管財課だけの財務部を10にとどめ，他

を管財第一課，管財第二課のもとのままとし，さらに

横浜に管財第四課を置き，京都の管財第三課を物納財

産課に改め，横浜，新潟，京都，神戸，岐阜，山口，

長崎の7部に融資擦を新設したoその後総務課制をと

るかたわらで，管財第一課，管財第二擦の体制を例外

とし管財課を基本とする方向を強化して， 32年4月

には幼部， 33年6月には22部に増加させ，次いで32年

4月に山口，長崎の管財第三課を蕗止し， 33年6月に

京都に管理課を置くとともに，融資諜のある財務部を

17に増加させた。その後35年までに，横浜の管財第四
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謀を廃し ， 管財第三課設置を航浜 ， 千柴 ， 大分の 3 背I~

に改めたが，仙、浜，京間iに徴収諜をi置き，京都の管理

課を廃し， 融資諜設置を22の部に広げた。すなわち 3

管財第二課以上のある部も融資課のある部も ，財務部

42の約半数に減少あるいは噌加したわけである。 36年

の融資課を加えた5諜11)U実施に際して，融資諜を置か

ないことにしたのは北海道一の 5財務部だけとな り， 管

財第二課まで置く !財務部は20に縮小 2 管財第三諜は横

浜，千某，ネ111戸の 3tJI~に置かれることになった。徴収

謀は横浜，千葉，京都に置かれたo38年4月に北海道

の5財務部にも融資課が設置されて，分課の体制はこ

れでほぼ固まった。 39年4月にネql戸に徴収課が置かれ，

42年 6月に京都財務部の物納J財産諜が管財第三課と名

称変更になっただけがその後の変更であった。

(2 )税関

次に税関の組織の変遷をみよう。 27年 8月の税関の

内部部局は，税|刻長官房のほかに監視，業務，鑑査の

3部を!置き，この編成は6税関に共通であったが，28 

年8月に東京，長11崎両税関を設置するについて，両税

関には鑑査部を置かなかった。税関長官房には秘書，

文書，会計の3課， 監視部には警務，旅具，審理3 貨

物の4諜， 業務部には輸出， 輸入，為替，統計の4謀，

鑑査官liには輸出3監査，輸入鑑査第一，輸入鑑査第二，

輸入鑑査第三，調査の 5諜を置くこ とを基本と し，各税

関を通じて， 鑑査部に関税鑑査'自'18人以内を置くこ と

とした。そして，横浜，ネlt戸両税関の!監視部に次長を

各l人，峨浜，神戸，大|波，名古屋，門司の5税関の

横浜税関庁舎
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鑑丑背I~に外国小包郵便諜を置し、たが 2 大|仮 ， 名古屋 ，

I"J司の3税関の鑑査部には輸入鑑査第三謀を置かなか

っTこO

これらの措置は税関業務が特定の開港に集中してい

たことを示していたが，それは経済が自立から成長へ

と推移するにつれて漸次変わり， 28年8月の東京税関

設置以来，東京税関の重要性は急速に高ま り，組織も

そのような状況に対応して漸次変更された。東京，長

11時両税関の設置にあたり， これらの税関においては税

関長官房に秘書課，文書課を置かずに総務課ーを置き ，

また，鑑査部を置かなかったために業務部の分課を特

に変更して，東京税関では，他の税関の業務部の各課

のほかに， 輸出鑑査課，輸入鑑査課および外国郵便諜

と航空貨物課とを置き ，業務部次長を設け， 長崎税関

では分課を整理して，業務部は業務，統計3鑑査および

外国郵便課の4課だけとした。また， この際，函館税

関については，税関長官房および監視部の組織は東京

税関の組織に準じ，業務部には為替課を置かず，鑑査

部は鑑査課と調査課とした。28年2月には横浜，神戸

両税関の監視部警務課を陸務課， 海務課に分け，同年

9月には各税関の外国小包郵便謀が外郵出張所に振替

え廃止された。

講和後の税関組織のこのよ うな変遷と多様性は，一

面では地域的な特色を示すものではあったが，他面で

は体制が整っていなかったことを示すもので もあっ

た。30年に東京税関の管轄区域を東京都から埼玉，群

馬，山梨，新潟，山形の5県を含める地域にまで広げ，

その組織に鑑査部を加えることで税関の全国的な体制

が整備されたから，この|時点から組織の変遷と各税関

ごとの特色をみることにしよ う。

組織を税関長官房 と監視， 業務，鑑査の 3 古j~に分け，

それぞれに課を配置する革本の体制は， 27年以来変わ

らなかったが，30年9月に業務部には徴収課が増設さ

れて 5課制とな ったO この体制はしばらく続いたが，

35年4月に鑑査部を課に分ける組織を廃 して，関税鑑

査官によ る事務分掌の体制をと ったo 36年11月に本省

の税関部を関税局に拡充するに際 して，税関の組織も

調iみ梓えられたが，入:Ji:~ /(ìぷ h"JjlのL攻lEが迦.Ilたため

こその改正が11)Jとなったこともあって，すでに年度

当初から組織替えが始められ， 3お6年6)凡jには税附J長是古れ"

iお右)Jに税|凶対考査7官J'8人以内，業務部に計算管理主3 鑑江主

部に関税鑑査官の設位が決まった。 36年11)Jの改正で、

は税関長官房を総務部と して部長を置き，分割:を総務，

人事，会計の 3諜とするとともに，横浜 3 布11戸町税|却

の監視部およひ、業務部に管理記長を位いた。そして翌37

年 4):1には，それ以外の税関の!監視部と業務部および

I-"J司，長1I時，函館以外の税関の鑑査官Isにs それぞれ管

理謀を加えて，それらの部の機構はMU!リとして5謀制，

6謀l室制および1諜と専門官制に払-充し， 38年4月

には総務部に調査官 6 人以内をi置き ， 税関考査' I~rを 10

人以内に増片し， 鑑査部に分析官を設置 した。次いで

39年4月には業務部に次長制を設け (39年11月に長崎税

関に設置された次長は鑑査部をi量かないための措置)， 40年

4月には総務部に厚生謀，監視部に旅A検査官32人以

内，業務部に関税実地監査官3人以内をそれぞれ設置

し鑑査部に価格調査官制を加えることに したo41年

4月には総務部に関税広報官8人以内を置き，41年7

月には監視部に関税警務官 101人以内を設置し，41年

9月には監視部の貨物課を業務部に移したO

以上の変遷は管理体制の強化と専門のI識の拡充であ

ったが，その他の面においては，関税についての申告

納税制度の採用，その他事務孟の急増に対処して，車

務処理体制の整備を図るため，42年7月に業務部と鑑

査部を解体して輸出部と輸入部に改め，輸出部には管

理， 保税，統計の 3課と関税審査官および調査官を置

き，輸入部には管理，収納の2課と関税審査官，価格

調査官，分析官および調査官を置くことに し，総務部に

次長制を採用 し， さらに税関監察官制度 (11人以内〉を

設けたほか，監視部審理謀に審理官53人以内を設置し

た。このような組織一般の拡充と変更のなかにあって

各税関ごとの組織の変更に特色が示された。

30年8月に東京税関に鑑査部が置かれたときの例外

は，税関長官房については長崎，函館両税関を総務，

会計の2課制と したこと，監視部について横浜，判Ip

373 

:t'~ 6 J;'i: メ;蹴'制度hWの』ムプじの~Hi拶

|山j税IXJに作f'i5，l県をlt¥i:かず， Il'U')5， vu:ijjの2，出を山き，
*5;r， 1>1;j館，長崎3説l均に};'kJt，i'日をii'Lかなかったこと

業務部では点京税|則に航明1~!1私出を!泣 き ， ，人:1札?ノ'"Ii

!i{， I"J "J， J乏 I~;~，曲目'[の 5税|央jに徴収i誌をiti:かず， ~生、i

t!H脱|却には為持:l*をほかなかったこと，紙北部につい

ては，京五(，大|坂， ;f， ，I，H:， l'IJifJ 4税|別に愉入鍛丘おJ

-.却をi位かず，函館税l測は鍛:内:泌と』川内部だけをi泣い

たことであり，長|崎税凶では~1t却を ltêかず，来:務部

の組織を栄務，統，:1‘，鑑ftの3，羽(としていた。また11i

tQ部次長を-hl~浜と事11; ' の税l対に i泣いていた。 30~ r三 9 )J 

には大|以， 1 "J i 'J I刈脱出lの!位制部轡幼却をIy札妨，tidJ:ガの 2

;却に分け，31午11)]には長崎税凶の栄抗却に次長を111

き，次いで32年4)Jには仙浜，ネ111戸l付税関の*務部の

!li(Jii山記長，!Ii命入i誌を*命LI\ t(~一課 ， 4(命II¥tD・二以， 愉入2官

製，輸入第二FaWと拡充し，鑑査部に分析鍛定主をl没位

し，}U京税関に図ill別査ii!裂を特設した。次いで35年の

鑑査部の機榔改革で， raWを位かず.閃税鑑;内 ' I~n乙職務分

担をさせることにな ったが ， 名税凶のほHJ~~tL ft' l.::rの人

数は東京7，杭浜12，ネ111戸13，大阪5，才;~-lli 6， I"J 

副 4，長崎2，函館2，介百十51で，それまでの訓ある

いは主の什H31と閃税鑑査u19の介;卜を越える数とな

っていた。またネ"1戸の!監似部の|控務訓~ ， MA労棋は佐務

第一訴l，警務第二部に改められた。

36年11刀の機構拡充に前後して，一般に謀，去のj羽

設が定められたが，37年4Jjにおける監似部の竹泊!i却，

業務部の色=理課のi没i丘は横浜，ね11)":;両税出Jにとどめら

れ，また業務部の計算管迎去と鑑査部の管理記長はI"J可，

長崎，函館3税関に位かれなかった。鑑査部の竹理謀

設置によるポス トの増加を除いて，関税鍛査'(1'は 5人

増只されたが，その配位は航浜2，東京，大阪，:f， i~i 

屋-0rlであった。また，ネr!t戸税関業務部には航空貨物

室が置かれた。 39年4上jには次長11mを東京，大阪，名

古屋3税収!の監視部に広げ，40年4月には新たに横浜，

神戸阿税関の業務部に次長'rhlJを設けた。 39年4月には

判!戸税関業務部に愉 I J\ :;(~ - ::;m と航空貨物買を， 1筑浜税

開業務部に輸入第ご課を泣き，羽1
'
戸税関から偵浜税関

へ関税鑑査官を 1人移した。また関税分析官は長崎，
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函館両税関には置かず，新しく図書調査官を東京税関

に5人，横浜税関に 1人置くことにした。さらに40年

7月には長崎税関に鑑査部を置き，次長制を鑑査部に

広げて， 40年4月に横浜，神戸両税関に置き， 41年4

月には東京税関にも置き，門司税関の監視部に次長を

置いて，長崎税関の業務部次長を廃したO このような

過程で， 40年11月には神戸税関の体制が大きく変更さ

れて，業務部の輸出第二課以下に第六課までを置き，

輸入第一課，輸入第二課，為替課を廃して，徴収課，

計算管理室を鑑査部に移し，関税鑑査官を 2人増員し

た。東京税関では航空貨物課を航空貨物第一課と同第

二課に分け，門司税関では為替課を魔したのなお関税

鑑査官については，門司から東京へ1人移し，分析官

5人増員は神戸2.東京，横浜，長崎各1で，価格調

査官は門司，長崎，函館3税関には置かれなかった。

以上の推移からみて，組織の変更は東京，横浜，神

戸の3税関に集中し，その強化策であったといえるo

それは42年7月の組織替えによっていっそう明らかと

なった。その際，総務部の調査官7人を8人に増員し，

新たに総務部の次長を東京，横浜，神戸の3税関に置

き，監視部の関税警務官を20人増して 121人以内とし，

旅具検査官も 36人以内を 39人以内に改めた。輸出部

については課の数を3課に整理して，あとは関税審査

官による事務処理を決めたので、あったが，函館税関に

は関税審査官を置かず，東京税関8人，横浜税関10人，

神戸税関11人，大阪，名古屋両税関は各3人，門司，

長崎両税関には各1人を置いた。また，このほかに調

査官3人を置いた。輸入部については鑑査部のときよ

りも収納課がふえていたが，長崎，函館両税関には収

納課を置かず，関税鑑査官にかわる関税審査官と従来

からの価格調査官，分析官の配置に東京，横浜，神戸

3税関の事務量の増大が反映した。このほかに調査宮

6人を置いた。輸出部，輸入部の次長制が業務部，鑑

査部の場合と同様に，この3税関にだけ置かれている

ことも，この事情を示すものであった。

第8-14表輸入部の関税審査官等配置 (42年度)

東 横 神 大
屋名古
門 長 函

京 浜 戸 阪 司 崎 館

関税審査官 9 11 14 6 7 3 1 2 53 

価格調査官 3 3 2 1 l 10 

分 析 官 2 2 3 2 l 1 1 12 

税関支署の組織は，税関長が大蔵大臣の承認を経て

決定することになっているので，一般的な体制の推移

を記すことはできないが，その次長制についてだけは

記しておかなければならなし、。 38年4月に羽田，新潟，

札幌3支署に各1人置き， 39年4月に羽田は2人.42 

年7月には羽田に 3人， 川崎，清水に各 1人を置い

た。なお支署の数は27年に48であったが，東京，長崎

両税関設置で46に減じたのちに， 30年8月に川崎，千

葉，尼崎，京都，油津，下関，宇部，名瀬，札幌に置

いて55となり， 32年4月には松山，宮津，宮古，佐伯

を加え.37年4月に姫路.39年4月に小名浜を加えて

61に増加した。なお税関出張所，税関支署出張所と税

関監視署，税関支署監視署については各税関ごとの数

の推移を記すにとどめるO

第8-15衰税関支署数推移

ト東
横

屋名古
函 言十

京 浜 戸阪 館司崎

27 6 11 5 3 13 10 48 

29 1 4 11 5 3 8 4 10 46 

31 3 4 12 6 3 11 5 11 55 

33 3 4 13 7 3 12 5 12 59 

35 3 4 13 7 3 12 5 12 59 

37 3 4 14 7 3 12 5 12 60 

39 3 5 14 7 3 12 5 12 61 

41 3 5 14 7 3 12 5 12 61 

43 3 5 14 7 3 12 5 12 61 

第6意大蔵省機構の拡充の推移
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第 2節 国税庁機構の拡充

昭和27年の犬蔵省設置法の改正で，外局は国税庁だ

けとなった。ここでは国税庁の組織の変還をみる。設

置法は内部部局，付属機関，地方支分部局という構成

を示し長官の下に次長1人を置き，内部部局に長官

官房と直税，関税，徴収，調査査察の4部と，国税庁

監察官 120人以内の設置，付属機関に国税庁協議団，

税務講習所，その他の設置，地方支分部局に国税局11

と税務署，税務署支署の設置を示した。国税局の内部

部局として総務，直税，関税，徴収，調査査察の5部

と国税局協議団，その他の付属機関を置いた。その後

の設置法による組織の改正は， 34年に醸造試験所を設

置誌による付属機関としたこと， 39年に税務講習所を

税務大学校としたことであり，同じく 39年に東京国税

局の調査査察部を調査第一部，調査第二部，査察部に

三分し，大阪国税局の調査査察部を調査部と査察部に

分け，さらに， 42年には東京国税局の調査部を第一部

の変遷をみることにしたL、。

1 内部部局の推移

まず国税庁の内部部局の分課については.?:l年8月

の組織令によると，長官官房には総務，人事，会計，広

報の4課と監督官，監察官の2室，麗税都には所得税，

法人税，資産税の3課，関税部には酒税，消費税の2

課，徴収部には管理，徴収の2課，調査査察部には調

査，査察の2課が置かれた。そして組織規程により，

監督官40人以内，直税実査官50人以内，間税実査官30

人以内，国税調査官40人以内，間税査察官50人以内の

設置が定められた。分課の改魔についてみると.31年

4月の行政機構改革で，広報課，監督官室，監察官室

を廃して，国税広報官，首席監督官，首席監察官を置

き，続いて31年6月に長官官房に審議官4人以内を置

いた。 35年4月には厚生管理官を置き，翌年6月これ

から第三部までに三分したことで組織変更の一端をみ を厚生課に改め， 37年6月には直税部に審理課を新設

ることができるo以下，大蔵省組織令，ことに大蔵省 した。幼年には国税広報官を廃して広報課を復活し

組織規程の改正の推移の記述によって，国税庁の機能 た。このように分課の面だけでは，内部部局の改廃は

m I m 



:ki1i. 'tì機lllLの Pl，プじの~1H各市67Jt最近の財政金融と大蔵:(it(J8j朋

J' ~ 内 ， r，， 'd;~ iJ人 J'JI付と決め・とから， ~>，j 1r'.ぺnに7 このJ村人‘に対のではなく ，れた別大:は特定日にド~~の2IliJ第楠岡の3国税局では，日'繕諜と調査第微々たるものであった。このほかに特別!なi肢として30

~1() 1 1'- 6 ) Jにた|似合8人に， 37 -*京をt;1人以内に改め，-とがあ'e¥，、たか処して，専門的な職務の設置とその附記~を置き，イ111台 3 熊本両国税局には何鱗謀を置いた。II'tJ税jt1t'r3'のil)IJ度を国税ジミデE'l'r年 7nにI白:税')~千lJlV ，

こ Jì~'HL， ~8{1三 4 )Jに大阪を 9人年 7JJ"こ点京を17その事情を部門別に記すことにしよ う。ら，

て，}R;;( こ改め， 39イF.7)Jに3}，，)それぞれ 1人Ji'Hiれたo27年にJ司国税局では各部ごとの次長制がと

以内， 1'，，'r'li15人:IVX 1 () 以内 3の而J司ft，~ri)を科 9査査察部にだけ置かれたが， 42年までにnlJ税部を除〈

以内，た。 40年 4)Jには*ぷJ'0をそれぞれ10以内と各部に設けられた。しかし，すべての悶fJl.AHこ設位さ

1m~1Jリ11人以内に改め， 42{1て7)Hこはいjじく ;J，'J内:mlのまた各市に 1人ということでもなかれたのではなく ，

によ って，それぞれ，初:~'ftí l 0人以内， m .:tmll人以った。この事前を次長設置のJI闘にその推移をみよう。

内とし， t13'i'1ミ7) Jに点J;()II)の加二郎と大阪)..Jとを各1127年には東京，大阪両局の調托ft.察部に次長各 l人を

人とした。 統折同税ザ王者さ'1' 1'は 31~1~7 )Jに点);(3人以内，置くと定めたが，翌28年7刀にこれを各2人とし， 31 

大阪2人以内とy)とめたが， 39年 7)Jの飢餓J広充に|探年 7月にはさらに各3人に増只したo34年 4月に東京

?ノ;II r'}l~: 2人以内とて，W玖5人以内，大|以4人以内，4人，大阪3人，名古屋1人に改め， 39年 6)::lには束

3肘とも各2人のJf"illをし， ;11年 4) Jによ+iお〈を7同第二部，査察部に分けたことに刊に京局で調査第

東京，大阪両局の調究第五諜は新設であった。その人liを 140 人以内にJ:\"1ü して実行体~j;IJ制度とし

この組織は，分課について28年 7月に東京局で調査臨:作行は40人以内から， 31年方，の充実を図った。

課をさらに2課増設したが，関東信越，広島両局の調6月に審議行設置に際して36人以内に改め， 32年 8月

ヲヰ課を 1諜制に戻し，31年 7月には東京，大阪，名古組織規程に規定されには35人以内に滅只した。なお，

屋3局の前夜査察部の機構を改めた。すなわち，部をていた首席耽将行は組織令による設置となった。

課に分けるのではなく，特別な事項を分担する課を設
国税局の機構の拡充

けて，部全体の機能の強化を図った。東京，大阪両局
2 

では，課としては調査管理と調芥審理の2課だけを置局課の変遷、leJ1
 

f
E1
 

いて，国税調査官の司11糠や調査の方針，あるいは計画悶税局の組織は各悶税局によってかなりの差がある

にあたるなどの企画的職務を扱うことにしたO 名古'一応基本の組織を示してから各局の特色を示し，iJ，、

局では調査課に代えて調査管理課を置いた。この改正さらにその'O1涯をみよう。 27年 8月の国税局の部の杭

43イド7)Hこは及:12年 7) J に I ，~ じく 9 人以内にJ門 11 し応じて両調査部に各2人を配し，大|仮周で調1f.ffiSと芥にあたって東京，大阪両局の調査査察部の次長を，そ成はJiC::のm成に準じたものであったが，分課は多少異
以内にJNllした。京を10人以内に，大|訟を 5察部に分けたので，調在部に 2人置くことにしたO そ国税徴収という特れぞれ2人から 3人に明員したが，なる。総務部には総務，人事，考ft，会計，厚生，統

特万IJ持JlTI諜はw京，大阪 111 ，j}~，j にだけi泣かれていたが，部2人，第二部2人，平正して41年 4月に東京局で第穿kな職務を扱うについての特別な官職が，その後急速引の 6諜，直税部には所得税，法人税，資産税の 3謀，

れた統J市114税徴収'i'rに36年 6)~にその出|ト.後に設け察部1人に増員し，その後42年 7)1に東京の市iBをffiSをにふえる方向をこの組織変更が示していた。この点の11¥]税部には酒税，消費税，監視の 3課と鑑定官室，徴

と1'，r'i' EP:}司に 1人がついては，束京，大|坂~1~}0:(キ 2同第部に2人，第三部にまで拡充した際に，調ft第記述はあとにして，分課の推移を記しておこう。収部には管理，徴収の2謀，調査査察部には調査，査

37年 6) Jには|珂点灯，)!&}"jにも l入院かれJnかれ，一部，同第三部に各 l 人と究察部 1 人~ I・ 5 人とし，大7刀に東39年までは課，室の組織には変更がなく，祭の2課を置き，東京，大|仮の両国税局の調査査察部

た。 38年 4Flには京j;{，大阪Irl，j}"jを各3人以内とし，阪の調査部の次長を 3人に増員した。43年 7) Jに束力士ぷ，大阪両局の直税部に国税訟務1守室を置き，東京j司に次長を置いた。各国税局を通じて，直税部に直税実

福岡町にも 1人世主， 39年 7月には点J;()II)を4人以内局の査察部の次長を2人にしたOには資料調査課を置いた。また東京，大阪両局の徴収問税実ftII'{J税部に鑑定官45人以内，査'(了600人以内，

として，広，(.'j)市にも l人1uき， 10イド4刀にはw目て ・大徴収部の次長制は35年4月に東京，大阪両局に存1音1)に国税訟務官室を置いた。そして既述のように東京'古400人以内，徴収部に国税徴収'斤400人以内，調査

阪両局で各l人的し， 41年 4刀には1'r，Ji民日で'1人明それが42年まで続いている。人置カミれ，局の調査査察部を調査第一部，調査第二部，査察部の国税衣察官450人査察部に国税調査下w1， 420人以内，
只し， 42年 7月には京京川を 1人'UIJllして6人以内と総務部の次長制は38年 4月に東京，大阪両局に各 13部に分けて，従来の 2課を調査第一部，調査第二部の以内の設置を決めた。分課については，東京，大阪両

し， 43年7月にイ111Mに 1人を悶いた。人置いたことで始まり， 40年4月に名古屋局にも l人下に置き，大阪局についても調査部と査察部に分けて局では総務部に岱繕課，徴収部に特別整理課を置き，

各国税局の特別な職は積類が多いので， Jri'~務ごとの置き， 42年7月に関東信越局にも l人配置した。同様に2課を調査部の下に置いた。また福岡局では調謀から同第五調査査察部の調査課に代わって調査第

説ザ!としよう。総務部には次長以外の作別の l倣はなl亘税部の次長fl;IJは39年7月に東京，大阪両局に各l:Th':諜を調査第一，調査第二の2諜に分けた。次いで40課までの5課を置き，名古屋国税局では岱繕課と調査

|五!11¥1税部，徴収行rlに共通のH当事U-fゴ1:'(¥"いofti.税百11，人置いてから， 40年 4月に総務部と同じく名古屋局に年4月には，東京，大阪両局の査察部に査察管理課を置同第二，伺第三の 3課を置き，関東信越，広島，第一，

同税~1fLî'は，税訟務'庁があるのでこれからみると，も1人置くことにした。いて，同ぷで国税犯則取締法に基づく調査，検査等の

直税部は27年に各局を通じて 6∞人以内と決めていた次長制は42年に関東信越局に 1人配置されるまでは方針，計画にあたるなどの企画的職務を扱うことにし

が， 30年 7月に 650人以内， 32年10刀に730人以内，東京，大阪，名古屋の 3局に限られ，東京局は43年にた。 41年 4月には東京局の総務部に事務管理課を置き，

36年6月に 755人以内， 37年 6月に 775人以内， 43年各部合計9人にもなった。43年7月には大阪局にも同様に事務管理課を置いた。

7月に 777人以内に別比した。 1:日税部はIJiJじく 400人次に各局を通じる特別な職務をみることにするが，部から第三ffiSまでまた42年には東京局の調査部を第

以内と決めていたが， 32年10月に 470人以内に改め初めに統括官について記そう。統括国税調査官と統括に三分し，第二部と，第三背sに調査総括課を置いた。

式こO 徴収部については30年 7月に 350人の設置を定め，国税査察官の設置は31年 7月に始まるが，統括国税徴特別の職の設置とその拡充(2) 
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それが43年までがれ、ている。

税訟務官については， 35年 4刀にiYl税部にま次に

377 

収官の設置は特別整理課の廃止に対処するものであっ

た。統括国税調査官は31年 7月に東京12人以内，大阪

このような特定局の機構の整備強化は，国税徴収事

務の地域的集中傾向を示すものであったが，事務量の

376 



第 8~羽 最近の財政金融と大蔵省

ず、置かれ，東京2人，大阪 l人として， 36年 6月にそ

れが各 3人に改めたのち， 37年6月には各局を通じて

15人以内に哨強し， 翌38年4月に20人以内， 41年4月

に27人以内， 42年7月に 33人以内， 43年7月に37人

以内に増員した。徴収部には35年4月に東京，大阪両

局に各 1人置いてから36年 6月にそれを各2人とする

とともに，関東信越，名古屋，広島，福岡の4局にも

各1人を置き，翌37年 6月には各局を通じて12人以内

と改め， 38年4月には15人以内， 41年4月に19人以内，

42年7月に22人以内と増員した。間税部については41

年4月に東京，大阪，名古屋3局に各 1人を置き， 42 

年7月には関東信越，札幌，仙台の 3局に各1人を置

き， 43年7月にはさらに広島，福岡の2局にも各1人

を置くことになった。

関税部にはこのほかに鑑定官があり，徴収部には国

税徴収官がある。鑑定官は27年に45人以内であったが，

30年7月に70人以内に増員された。国税徴収官は27年

以降各局を通じて 400人以内が続いた。

調査査察部には国税調査宵と国税査察官とが置かれ，

国税調査官は27年に 1，420人以内であったのが，税務

署の国税調査官制実施によって，その人員だけ減じて

38年7月に1，050人以内に改め， 43年7月に1，080人以

内に改めた。国税査察官は，24年に各局を通じて450人

以内と定めてから，20年近く改正がなかったが，42年7

月に500人以内に， 43年7月に530人以内に増員した。

3 税務署

麹町税務署庁舎

税務署の組織変遷については，一応2段階の区分が

必要である。税務署はその基本の組織を31年 9月まで

は5種類としていたが， 31年 9月以降これを 3種類に

整理したので，この基本体制の変更に即した区分をす

る。しかし後述のように， 31年までに税務署の活動の

質的変化があったというのではなく ，むしろ31年以降

の事務量の増大，その地域的集中が顕著であり，この

組織改正はそのような展開への体制整備とみることが

許されよう。

24年の大蔵省組織規程では税務署の組織は総務，直

税，間税の3課制であったが， 27年8月の改正で税務

署をAからEまでの 5種に分け， Aでは総務，徴収，

所得税，法人税，間税の5課制，Bでは総務，徴収，

直税，間税の4謀制，Cでは総務，所得税、法人税，

間税の4課制， Dでは総務，直税，間税の 3課告1]， E 

では監理，庶務の2課制としたO 全国 503税務署の中

でA種に属するものは41だけで，大部分はD種として

364にこれを適用し， Eに該当する署も69設けた。す

なわち，従来よりも多くの諜に分ける必要のある署と，

3課を必要としない署とを別の分類としたので唱あって，

B，C の4課制よりも 5課制とする必要を認めたこと

で，新しい種類別の体制を作って) 3課制に対する例

外とい う扱いを避けたので・あった。A種が東京，大阪，

名古屋3国税局に集中したことはいうまでもなし、。

この種類別はその後ごく一部の修正ですごされたが，

31年1月に都市にある47税務署の昇格が行なわれた。

との措置によっても十分ではなく，さらに次の昇格を

配慮しなければならなかったことと，31年に実施され

た全般的な機構改正で、7J-:iに東京，大阪，名古屋3国

税局の調査査察部の体IITL改正が行なわれたのに即して，

8月に従来の 5種類中 C，Dを廃して新しいA，B，C

3種に統合することに改めて，その改正に合わせて旧

16C署のAへの昇格，旧150D署のBへの昇格と旧 69

E署の自動的C署への転換を実現した。

講和後の税務署の組織体制は)31年8月で第二の段

階に移ったが，すでにこの新しい体制の中で特定の署

については徴収課，法人税課に次長を置いて体制強化

378 

を図ったo国税局に特別のi隙)JHIIIJの臓がi羽))11したの

と同 じような方向がここに始まっている。 しかし)31 

年以後の税務署の活動体制については)liiに組織のi!;1J

度的な面だけでは説明しきれないものがあるO 突体罰

と結びつけてみてゆく必要があるが，まず制度面での

変遷を取り上げよう。

税務署の種類をA，B，Cの3種とする基-本は，その

後も変更がなかったが，次長制が33年6月には所得税

課にまで広げられたのち， 36年6月には次長制を廃し

て課の増設を認める方向をとるとともに，副署長制を

採用し， 所得税課について所得税第一課，同第二課に，

第8-17表国税局別，府県別税務署数推移

Uえとい7I 38 I 39 I 40 卜ll~
東 京 36 36 38 40 41 42 

東 神奈川 11 11 12 12 12 12 

千 葉 10 10 10 10 10 10 

京 山 梨 5 5 5 5 4 4 

62 62 65 67 67 68 

埼 玉 10 10 10 10 10 10 

関 茨 域 8 8 8 8 8 8 

東
栃 木 8 8 8 8 8 8 

群 ，馬 9 9 9 9 9 9 
信
長 lRf 11 11 11 11 11 11 

越 新 潟 14 14 13 13 13 13 

5十 60 60 59 59 59 59 

大 阪 28 29 29 29 

大 京 劃i 13 13 13 13 13 13 

丘 庫 25 24 24 24 23 23 

ズ刀ヌ之 良 4 4 4 4 

和歌山 7 7 7 7 7 

|庇 滋 賀 71 71 7 7 7 

84 1 84 I 83 83 

キL 幌九 引 釦I3o I 30 I 29 

明6i主 省機構の鉱充の推移

イIUI宮 歩兵 l 9 9 

~~τ 」 手 。l 9 9 9 
ロ|福 12 12 12 12 

9 

11 

h点三I37 I 38 Iバょ。I41 I 42 
一一 ー一一

毛火 問 9 9 9 9 9 9 
uli 
w 森 8 8 8 8 8 8 

LU 形 9 9 9 9 9 8 
.iLニ、l 

56 56 56 56 55 54 

一
愛 知 17 17 19 19 18 18 

名 静 岡 13 13 12 12 12 12 

古 一 霊 9 9 9 8 9 8 

E 岐 阜 9 9 8 9 8 8 

48 48 48 48 47 46 

一一一
石 ) 11 5 5 5 5 5 5 

金 福 升ニ 6 6 6 6 6 6 

沢
W嗣会，. 山 4 4 4 4 4 4 

15 15 15 ]5 15 15 

一
広 向Ftj 15 15 15 15 15 16 

IT: 山 口 13 13 13 13 J3 13 

!向 山 11 11 11 11 11 lJ 

Jゐ 取 3 3 3 3 3 3 

);1i 根 9 9 9 9 8 8 

51 51 51 51 関 51 

香 ) 11 6 6 6 6 6 6 

高 愛 媛 9 9 9 9 9 8 

穂、 品 7 7 7 7 6 

松 高 知 G 6 6 6 6 

28 28 28 28 27 26 

一 一一
17 17 17 17 18 

5 5 5 5 5 
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30 30 30 30 31 

一
n
v

ハv

，

ょ

氏
V

ヴ

d

Q

J

一

一
i

l

1

3

9

一

一

4

一

一

o
u--川
|
引
i
J引

一

2

一

-

i

i

1

3

m

一

一

ハU
1

4

1

ム

ワ

d

n
y

守

d

一

一

1

i

l

3

印

一

泊

u
l
7
ω

一
竺

川
叶
叶
可
制
!一
叫
一

H

u

q
山

1
上

司

d

n

u

d

-

-

1

1

1

4

m

一

本

分

島

崎

計

一

児

!

一

熊

大

鹿

宮

一

熊

本

合

一

379 



大蔵省機構の拡充の推移第6章

税務署は， 37年に20であったのが42年に67となり，管J

理課についても同じく 14が67に増加した。そのs没置数

と増加とは東京，大阪，愛知3都府県が多いが，その

この3都府県では他の地域についての増加が顕著で，

さらに所得税第三課，法人税第三課以上の設置に進ん

だ。法人税課については第四課，第五課と漸増するの

でなく，一挙に第六課までが設置された。

このような署の昇格，設置地域の集中，課の増設の

ほかに特別な職制の設置についてみると.31年以降採

用された徴収課，法人税課についての次長制は.33年に

徴収課では京橋，浅草，墨田，名古屋西の4署，所得

日本税課では墨田，札幌の 2署，法人税課では神田，

橋，京橋，芝，浅草，墨田，東，名古屋中の8署に拡

時刻 31133135lぉ 137川却 |ωl…
東京国税局

311 371 42 岨 44431q羽51 田 31制剖91 町田
内〉東京 25 却 311 321 331 3~ 371 391 411 42 

神奈川 41 51 81 81 81 101 111 121 121 12 

関東信越 81 10 121 15 171 18 191 23 

内〉埼玉 11 3 41 5 61 6 61 6 

大 阪 151 16 211 24 261 34 351 40 42 43 

内)大阪 8 91 13 161 16 231 23 25 261 27 

京都 3 3 3 3 3 4 4 6 7 7 

兵庫 3 3 4 4 6 6 6 7 7 8 

キし 幌 3 4 4 6 91~ 

32?革、
E
E幹
事
品
発
車
窓
ト
ザ

大適用されたのち変更がなし36年6月に廃止され.36
13 

」晶、
Eゴ

山
山，a1
E
 

7年月以降は上述の課の増設に振り替えられたo しか

し，その際定員2∞名以上の税務署に採用した副署長29 名古屋

制は64人にはじまって， 37年74.38年 88.39年 124.

4時 153.41年189と増加し.42年に223，43年に246と

その後4昨年7月に 2，556

収官は当初306人以内と定め.40年7月に414人以内，

7月に852人以内に増員した。

必年7月には札幌国税局の夕張響が廃止され，その

代りに税務署支署が初めて置かれた。

以上，国税局，税務署，税務署支署についての組織

の変遷について記した。それは機構の拡充で・あるとと京国税局では31から57に増加したにとどまり，主要な

もに，職務の特定局，特定署への集中を示すものでも都府県のAの増加についてもこれに近い事情をみるこ

あった。この事情は各局，各署の職員の定員の推移にとができるo それはすでにB以下の署が僅少となって

ぶ句 311331351話 1371泊 1391引41I必
A 2 2 2 3 3 4 5 9 91 13 

B 101 11 111 30 301 29 28 27 29 25 
仙台
C 44 43 43 23 23 23 23 20 171 16 

言十 部 日 弱 出 56 56 部 日 55 54 

A 101 11 12 14 161 20 22 25 28 29 

B 191 21 20 27 25 21 21 18 151 15 
名古屋
C 191 16 16 7 7 7 5 5 4 2 

計 48 48 48 48 48 48 48 48 47 46 

A 2 2 3 3 4 4 4 4 4 5 

B 6 6 5 9 8 8 8 8 9 8 
金沢
C 7 7 7 3 3 3 3 3 2 2 

計 151 15 15 15 151 15 151 15 151 15 

A 3 3 4 4 5 7 7 81 12 14 

B 111 11 10 30 29 27 27 27 26 25 
広島
C 37 37 37 17 171 17 171 16 121 12 

計 511 51 51 51 511 51 511 51 回 51

A 4 4 4 4 4 4 4 41 5 6 

B 3 3 31 15 15 15 151 15 151 14 
高松
C 21 21 21 9 9 9 9 9 7 6 

計 28 28 28 28 28 28 28 28 27 26 

A 51 6 7 7 7 8 9 91 9 10 

B 11 9 81 21 21 20 191 19 加 19 
福岡

141 15 C 15 2 2 2 2 2 2 2 

言十 301 30 却 30 30 30 30， 初 311 31 

A 2 2 4 4 4 4 4 7 7 

B 6 6 41 18 181 18 181 19 21 23 
熊本
c 321 32 32 18 181 18 181 15 10 7 

計 40 40 40 40 40 391 38 37 

A 85 97 113 122 130 155 165 1部 202 220 

B 157 151 135 277 269 245 240 231 230 218 
合計

105 C 262 2弱 2田 105 104 101 卯 70 61 

計 回4回4田4回4回4田4506 回7回2499 

さらに管
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法人税課について法人税第一課，同第二課，

第8期

理課の設置を認めた。その後この課の増設は所得税課

は39年7月に第三課まで，法人税課については38年6

月に第四課まで， 39年7月には第六課まで認めた。そ

れだけ特定地域の税務の量的集中と増大とがあった。

また副署長制のほかに， 38年7月からは国税調査官の

制度を設けI 39年7月からは霞税徴収官制度を設けて

徴税体制の充実を図った。この措置に際して国税局の

部を減員した。国税調査官の

以上の組織の変遷は，当然既設の組織による税務行

政の遂行では間に合わなくなったことを示しているの

であるが，そのような事情をこの組織の変遷に即して

具体的に再述しよう。まず課の増設についてみれば，

これは税務署を増設することでも避けられるわけであ

ったが，税務署の総数は27年以降ほとんど変らず，40年

に507になったのが最高で、42年には499に減じた。事

務量の増加と地域的集中に対する措置は税務署の格上

人以内， 41年7月に 3，748人以内I 42年7月に 4，868

人以内.43年7月に 6，218人以内に増員した。国税徴

41年7月に522人以内，必年7月に702人以内.43年

国税調査官は発足時に 370人以内と定めたが， 39年7

なった。また38年7月から採用した国税調査官制と，

39年7月から採用した国税徴収官制についてみれば，

月に 1，364人以内に増員し，
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後の41年に70に減じたoAの急増にもかかわらず，東

ついてもみることができるo税務職員の増加はこの期いるためであった。 A以上の謀の設置の必要から.36

間を通じて期待できなかったが，多少とも余裕のある

局，署から，東京国税局とその管内税務署への集中的

年6月以降の課の増設が認められたのであって，所得

税第一課，向第二課設置の署は.37年に20であったの8-18表のようになる。31年に85で、あったAは35年に1∞

を越え.41年に202となり，31年に262であったCは10年

げによった。 A，s，Cの署の局別推移を表示すれば第

ふ司 31133阿部 1371泊 1391ωR必
A 31 371 42 43 44 49 52 日 57 田

B 24 20 151 19 181 13 131 12 101 10 
東京
C 7 5 f 。。。。。。。
言十 62 62 621 62 62 62 6E 67 67 68 

A 81 10 101 12 121 15 171 18 191 23 

関東 B 21 211 21 381 38 35 33 34 351 31 

信越 C 311 29 291 10 101 10 9 7 E 5 

計 60 60 601 60 ω 60 591 59 591 59 

A 151 16 211 24 お 341 35 40 421 43 

B 381 37 32 国 511 44 43 38 371 37 
大阪
C 311 31 31 7 7 6 6 6 4 3 

計 841 84 制 841 84 841 84 84 831 83 

A 3 4 4 41 5 6 6 91 10 12 

B 8 6 61 17 161 15 151 14 131 11 
札棋
C 191 20 20 9 9 9 9 7 7 6 

言十 301 30 301 30 却 30 301 30 301 29 

また各局内で・の配置調整を行なった。配置を進め，

381 

が必年に 118となり，法人税第一課，同第二諜のある

380 
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軍
軍
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泊 1，臼4 印l 1，お9 449 495 815 公訓S 部1 297 462 制8 7，316 

却 1，485 回8 1，2槌 425 必抗2 789 231 日9 255 416 397 6.855 
国
32 1，4'π 534 1，277 416 必初 779 沼9 日3 259 414 389 6，797 

34 1，540 548 1，3悌 423 491 前8 234 回8 275 433 393 6，991 
税
36 1.544 551 1，308 必3 493 796 235 515 幻6 435 379 6，935 

38 1~ 6錦 546 1.385 426 515 798 245 531 284 416 4舗 7，2剖
局
40 1，475 537 1.189 お1 429 684 243 必4 281 420 332 事 6.415

42 1.779 日7 1.220 350 415 697 2謁 459 277 396 329 6.697 

28 8.774 5， 021 7.8卯 2.194 2.987 5.1σ7 1.313 3.406 1.797 2.879 2.394 43.782 

30 8.694 4.798 7.812 2.143 2.961 4.9回 1.1卯 3.235 1.7邸 2.794 2，261 42.ω2 
税
32 8.897 4，773 7，850 2.129 2.974 4.925 1，183 3.221 1.750 2.717 2.2伺 42.687 

34 9.045 4，659 7.889 2，120 3.∞4 4.864 1.171 3.1釦 1.740 2.618 2.211 42.511 
務
36 9.101 4，671 7.914 2.125 3，∞7 4.876 1. 173 3.194 1.744 2.621 2.215 42.641 

38 9.船8 4.470 7，917 2，121 3.031 4.7，ω 1.145 3.122 1，713 2.510 2.116 42.733 
署
40 10.462 4.357 7，889 2.044 2，9:却 4，798 1.104 3，013 1，623 2.3鴎 2.∞9 42.577 

42 10.航氾 4.244 8.α)() 1，9槌 2. 7~鈎 4，910 1.044 2.卯2 1.482 2134 1.841 42.224 

大蔵省機構の拡充の推移

ま十岡|熊

第6章

国製局別職員定数推移

台|名古屋|金沢|広島|高阪|札京同同大|年初|東4

ま
し
た
V
F
y
u
r
.
?
?

42 

東 京 4 11 12 14 19 24 27 3 3 2 5 

大 阪 1 一 l 4 6 6 1 

愛 知 1 2 1 1 5 8 2 2 

その他 1 1 4 9 12 26 1 1 1 2 

計 4 14 15 20 33 47 67 4 4 5 10 

所得税第一課・所得税第二課 法人税第四課

東 京 1 6 13 22 25 33 33 3 4 4 4 4 

大 阪 2 1 7 9 11 12 1 1 1 1 

愛 知 3 4 5 7 9 12 1 l 

その他 1 9 12 25 36 55 61 

計 2 20 30 59 77 108 118 3 5 5 6 6 
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管

37 36 み試を(

第8期

謀五第税人法法人税第一課・法人税第二課

内部部局 2.0国 1.朗5 1.筋3 1.飴8 1.929 2.138 2.142 2.126 2.121 

付属機関 9.5田 9.383 9，343 9，225 9.251 9，641 9.195 9.852 9.1部
大
造幣局 1，832 1，712 1.672 1，臼7 1.657 1.船1 1.938 1.9弱 1.933 

蔵 印刷局 8.121 7，641 7，641 7，548 7.邸4 7.113 1.1:制 1.814 7.734 

その他 一 初 初 却 30 67 18 82 朗

本 地方支分部局 12.055 9，7.幻 9，764 10.郎3 10.1“ 13.槌1 14，013 14， 117 14.113 
財務局 6.663 5.887 5.897 6.∞7 6，佃8 6.635 6，645 6.627 6.518 

省
税 関 事 5.392 3.8胡 3.部7 4，0邸 4，雌栂 7.046 1，誠司B 1.必10 7.邸8

本 省 計 24，侃6 20.鈎5 却.970 21.1邸 21.344 26，必浴 25，9邸 26，悌5 25，鈎O

内部部局 6邸 575 町5 622 弱1 615 631 6必 640 

国 付属機関 釘8 箔7 257 257 盤捻 308 部渇 指9 宮71

地方支分部局 51.飢渇 49，457 49.502 49，反目2 49，623 80，028 . 49，鋭沼 50.140 80.140 
税
国税局 7.159 6.8邸 6，815 7，飢沼 6.91鵠 7.295 1，415 1.916 8.0弱

庁 税務署 43.9却 42.邸5 42，伺7 42.500 42.釘O 42，7拘 42.釘7 必，224 42，悌5

国税庁計 52，似J2 関，疫抑 50.334 印，描1 50.絹6 回.951 加.951 51.151 51，151 

|大蔵省合計| 76.鋭調B 71，却4 71，箆W 11.810 76.411 16.鉛1 77，246 77.141 

43 

備考 国税庁，各年度「事業年報書」による。国税局を通じて40年1.2ω人， 42年1.∞0人の税郡大学技研修生が除かれている。
3昨 .34年は月3日31現注実致。

41 39 37 

員

35 

省

33 31 寸一29 I 27:年末|

東 京 8 11 13 22 25 28 泊 4 4 4 4 

大 阪 2 4 4 5 5 6 6 

愛 知 1 2 2 2 3 8 8 

その他 3 2 9 15 22 25 

計 11 却 21 38 48 64 67 4 4 4 4 

課

東 京 3 5 6 8 8 10 1 3 3 3 

大 阪 2 2 2 2 

愛 知 1 l 1 1 

その他 1 l 2 

計 3 5 10 11 12 15 1 3 3 3 

..... ，、、第税人法課第税人法

この期間を通じてきわめて徴々たるもの

であり，増員がなかったと評してもよいほどのもので

員の増加は，講和後の大蔵省の組織の変遷は，初めにも記したよ

うに急速な経済の成長に対処したものであり，総じて

機構拡充の方向を示した。それは組織運営の建前から あった。この人員不足を補足するための措置が事務の

さらに研修等による職員の能

力向上，能率の増進であった。

簡素化，機械化であり，しでも当然多くの施設，人員の増加を期待するもので

あったが，税務署の定員がほとんど増加していないこ

この膨大な機構を運営する職とにもみられるように，

調:t3

備.・21年の税関のうち1.200人は特際職員
382 


